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資本の暴走制御と普遍的価値達成の立場からの社会主義定義	

―ヨーロッパ型社会民主主義の探求－	

 
 

河	 野	 	 仁	 	 	 	 	  
（兵庫県立大学名誉教授） 

 
 

著者の専門と本稿の関係	

従来の社会主義論は古典文献の解釈に偏りがちで、現実のデータを扱っ

た定量的分析がない点が著者には不満であった。筆者は理系（専門：大気

環境学・気象学）であり、大気汚染、大気乱流などの複雑な多変量データ

解析が専門である。本論文は社会科学、経済学の課題に対して、理系的（シ

ステム工学的、多変量解析的）な視点を入れて、定量的、客観的、帰納法

的分析を試みたものである。社会科学の専門家から見て、不十分と感じる

点が本論文にはあるかもしれないが、従来とは異なった視点からの社会主

義論探求を試みた。本論文が日本の未来に関心を持つ多くの人にとって、

議論の素材となれば、筆者として喜びとするところである。  
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要旨	

本論文は新自由主義に対抗する未来社会論をテーマにしている。この未

来社会論では、2 つの主題を設定している。一つは法規制による資本の暴
走制御、もう一つは人間の普遍的価値の達成。普遍的価値は、国民が健康

で文化的な生活を営む基本的人権である①平和、②民主主義（自由、平等、

社会的意志決定への参加）、③労働基本権、社会福祉・社会保障、④環境

保全、の４つを上げた。資本の暴走を制御する法律を作っていくためには、

民主主義、市民運動、労働運動が重要である。第 2 節で社会主義の歴史的
経緯を解説した。第 3 節でヨーロッパ社会民主主義について解説した。第
4 節で日本における社会・教育・環境関係法と資本の暴走制御システムと
しての新しい社会主義の定義を述べた。第 5 節で、OECD の幸福度指数
(Better life index)等のいくつかの指標を使って、「新しい社会主義」の目標
達成度の国別比較を行った。第６節で、ソ連と東欧社会主義の問題点を整

理し、新しい社会主義像との対比を行った。第７節は全体の結論である。 
本論文では次の事を強調している。「重要なことは、社会主義の文献解

釈ではなく、現実の社会データを帰納的に分析することである。その分析

結果に、新しい社会主義の概念を見つける事ができる」。チルチル・ミチ

ルの青い鳥は「はるか遠い未来の社会」ではなく、現在の社会の中に、我々

の目の前にいる。  
 

【キーワード】	

未来社会論、新自由主義、資本の暴走を制御する法律、ヨーロッパ型社会

民主主義、Better life index (BLI)、普遍的価値、市民運動、労働運動  
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【本論文で使われている用語の簡単な解説】	

(1) Better life index (BLI)：経済協力開発機構(OECD)が作成した指標。各
国の暮らしの豊かさ、幸福度を表す 11 個の指標（住居、家計所得、雇
用、共同体、教育、環境、市民参加、健康、生活満足度、安全、work-life 
balance）を取り上げ、各指標の得点と総合点を、OECD に参加する 36
の国別に比較したもの。（詳細は第 5 節参照）  

(2) GDP（Gross Domestic Product）：一定期間内に国内で産み出されたモ
ノやサービスの付加価値の総額のこと。  

(3) 帰納法と演繹法：帰納法とは、個別的な事例から一般的・普遍的な規
則・法則を見出そうとする論理的推論の方法のこと。逆は、演繹法と呼

ぶ。物体の落下データ、星の運行データを分析して運動法則（ニュート

ンの運動方程式）を導き出したのが、帰納法であり、逆に、法則（運動

方程式）を使って、ロケットの軌道を予測するのが演繹法である。本論

文では社会のデータを分析している。  
(4) 労働価値学説：商品の価値は、その商品を生産するために必要な労働
の量によって規定される、という学説。英国のペティに始まり、スミス

とリカードによって発展させられ、マルクスによって完成された。  
(5) 科学的社会主義理論：マルクスとエンゲルスが打ち建てた社会主義学
説で、哲学(弁証法的唯物論と史的唯物論)、経済学、階級闘争と社会主
義の理論という 3 つの構成部分から成る。サン－シモン、ロバート・オ
ーウェンらの社会主義学説を空想的社会主義と呼び、それに対置させた。 

(6) ヨーロッパ型社会民主主義：生産手段の国有化は行わず、自由競争市
場経済を前提にして、議会制民主主義の枠内で福祉政策を実施するとい

う、ヨーロッパで発達した考え。（詳細は第 3 節参照）  
(7) 混合経済：民間企業の市場活動と政府による政策介入との混合から成
り立つ経済。  

(8) プロレタリアート独裁：労働者階級の権力（執権）ともいう。マルク
スとエンゲルスは、資本主義社会と共産主義社会の間には、労働者階級

が政治権力を持つ時期があると述べ、この時期の国家形態を、プロレタ

リアートの執権と呼んだ。また、この時期を経て共産主義社会になると、

階級と国家は消滅するとされた。しかし、ソ連では国家が死滅する方向

には向かわず、逆に強権国家として肥大化したという指摘がある。  
(9) 労働協約：労働組合またはその他の労働者団体が、資本家または資本
家団体との間に結ぶ労働条件などについての取り決めをいう。  

(10) 相対的貧困率：OECD 統計では、家計所得が全体の中央値の半分未満
の人の比率  (%)で、貧富の格差を表している。  
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第１節	 研究の背景と目的	

現在の日本の政権が進めている政策の主要イデオロギーは新自由主義

である。国内企業だけでなく、多国籍企業の利潤追求の障害となる法規制

や制度を取り除き、自由に活動できることを目指している（渡辺	 治、2012, 
政治学入門）１）。この新自由主義政策の下で、日本では非正規労働者の拡

大が進み、また、環境分野では、地球温暖化の原因となる二酸化炭素排出

の法規制（炭素税や排出枠規制）が進まず、石炭火力発電所が増加してい

る。また、地震国日本において危険極まりない原子力発電所の再稼働が国、

電力会社によって進められようとしている。勤労国民の利益や権利を守る

立場から、また、環境を守る立場から、このよう資本の暴走を制御する「近

未来社会のビジョン」が求められている。ソ連、東欧の社会主義国が存在

していた当時、これらの国々は、未来社会につながる一つの社会モデルと

考えられていた。しかし、ソ連、東欧の社会主義国崩壊によって、これら

の社会モデルは消滅している。それ以降、発達した資本主義国である日本

おける 21 世紀社会のまとまったビジョンは未だ出されていないと筆者は
考えている。本研究の目的は、「国民の立場で、あるべき 21 世紀社会の将
来像を描く」ことにあり、新自由主義に対抗するものである。  
あるべき社会システムを議論する場合に、まず、何を目標とするかを明

確にする必要がある。本論文における社会システムの目標は、GDP ではな
く、OECD の幸福度指数(better life index)に示されている、健康で文化的な
生活を営むことに設定する。衣食住等の物質的条件の確保はもちろん重要

であるが、①平和、②民主主義（自由、平等、社会的意志決定への参加）、

③労働基本権、社会福祉・社会保障、④環境保全の４つを重視する。日本

科学者会議 21 世紀社会論委員会  (2011) ２）はこれらの４つを普遍的価値

がある目標と彼らの未来社会論で位置付けており、本論文でもこれらを採

用する。  
計画生産、生産手段の国有化をすすめた社会主義の歴史と、資本主義経

済の下で資本の暴走を法律で制御しようとしてきた社会民主主義の歴史

を振り返る。上記目標達成度を国別に定量的に比較するために、OECD の
幸福度指数(better life index)等を使う。さらに、資本の暴走を制御する社会
システム＝新しい社会主義の在り方について考察を行う。  
 

第２節	 歴史的経緯－生産手段の国有化論	

資本主義が誕生した 19 世紀にマルクスとエンゲルスにより「科学的社
会主義理論」が作られた。マルクスは、資本主義の仕組みを資本論３）で
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明らかにし、エンゲルスは「空想から科学へ社会主義の発展」４）の中で、

「科学的社会主義」を提起した。そこでは、資本主義社会の基本的矛盾を

「生産が社会的性格を有しているのに対し、生産手段が私的所有であるこ

と」と捉え、「生産手段の社会的共有（国有化）と計画生産」がそれを解

決する手がかりになる、と述べている。その実現のために労働者階級が国

家権力を掌握する政治革命が必要であるとしている。  
その理論に従い、1922 年にソビエト社会主義連邦共和国が作られ、東

欧、中国、ベトナム、キューバなどに社会主義国家が広がった。この社会

主義の理論は世界中に様々な形で影響を与えてきた。  
しかし、1991 年にソビエト社会主義連邦共和国は崩壊した。その後、

中国やベトナムにおいても、生産手段の国有化と計画生産だけではうまく

いかず生産手段の私的所有と市場経済を導入し、国有と併用するに至り、

社会主義あるいは社会主義国家の概念は揺らいでいる。  
このような社会主義国の変化に対して、従来の社会主義制度のどこが問

題だったかについて、問題点を克服する新しい社会主義とはどのようなも

のかについて、近年、長砂(2014)５）, 荒木(2014)６）, 岩田(2014)７）, 聽濤(2012, 
2014)８，９） , 大西(2008, 2014) １０，１１）等による研究がある。本研究との

関連については、後に考察する。  
マルクスの資本論３）は、アダム・スミスやリカード等のそれまでの経

済学説（労働価値学説）を土台として、更に、資本主義社会そのものを分

析することにより、この社会の仕組みを明らかにしている。すなわち、自

然科学同様、帰納法と演繹法の組み合わせによって資本主義社会を分析し、

その仕組みを明らかにしている。マルクスとエンゲルスの社会主義理論作

成に必要な元データは、1800～1890 年当時の資本主義社会そのものであ
り、また、当時の国家とイギリスの工場法等の法律であった。現在と比べ

て、当時は、資本主義の国家組織も民主主義も未発達であった。議会を通

じて、ブルジョアジーとプロレタリアートの力関係に応じて、民衆の要求

が政策にかなり反映できることを経験し、そのことを理論化する以前に、

マルクス、エンゲルスはこの頃に世を去った。そこでは、当面の改良要求

と同時にプロレタリアートによる政治権力の把握に基づく生産手段の社

会的共有（国有）と計画生産が政治目標として提起されていた１２）。  
 

第３節	 ヨーロッパ社会民主主義  

この生産手段の国有化に対して、議会制民主主義の枠内で福祉政策を実

施するという考えが 1880年頃に生まれた（例えば J.M. Roberts, 2003）１３）。



6 
 

この潮流は後にヨーロッパで社会民主主義として政治の主流に成長し、現

代に至る。ウィキペディア１４）では社会民主主義は次のように説明してい

る。  
 
「社会民主主義」の経済政策は、自由競争市場経済を重視するとともに、

自由競争市場経済により発生する弊害や社会全体としての非最適な状態

を予防または是正するために、政府が自由競争市場経済を監視・管理・規

制・禁止・介入も重視し、市場経済と政府が介入する経済を併用する政策

を採用し、所得再分配による貧富の格差の予防や是正を目指し、特に高所

得層や富裕層から貧困層や低所得層の人々への所得の再分配を重視する。 
社会政策は、保健・医療、保育・育児、障害者の介護、失業時の所得保

障と失業者に対する職業訓練と再就職支援、高齢者や病気や障害による就

労不可能者に対する年金などの社会保障政策を充実させ、社会政策や福祉

や学校教育の費用に対する、政府による全額負担または大部分負担により、

所得の高低や財産の大小に影響されずに、全ての市民が社会権を享受でき

る社会、市民の人生に発生する生活不安を解消する社会を目指す。  
 

第４節	 日本における社会・教育・環境関係法と資本の暴走制御システム

としての新しい社会主義の定義  

マルクスの時代には普通選挙権はなく、選挙権は限定的であった。また、

資本による労働者の生活破壊をコントロールする法律は工場法等である

が、数は少なく、内容も簡単なものであった３），１５）。  
それに対して、現在の日本では、小選挙区制などの問題はあるものの、

普通選挙権、議会制民主主義は存在し、社会法（労働法、社会福祉関係法、

健康保険法、厚生関係法、消費者保護）、社会保障法（国民年金など）、教

育に関する法（教育基本法など）、環境法（環境基本法、大気汚染防止法、

水質汚濁防止法など）、都市計画法など、一定の限界はあるものの、資本

による労働者の生活破壊や環境破壊を制御するのに役立つ多くの法律＝

資本の暴走制御システムがある。  
そこで筆者は、新しい社会主義の定義として、次の 5 項目を提案する。

①市場経済を前提にする。②経済活動の成果物である付加価値の国民への

分配を重視する。社会福祉、社会保障の充実や最低賃金の保証など法律で

資本の利潤追求活動に一定の制約を付ける。③環境破壊を法律で制御する。

④民主主義（言論の自由、平等、社会的意志決定への参加）」と「議会、

選挙などの民主主義制度」の保証。⑤社会活動の目的を、国民多数のより
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良い生活 BLI（第 5 節）に設定する。  
資本論では資本家階級の対立物としての「労働者階級」に着目したが、

労働者の運動から生まれた対立物としての「制御システムとしての法律」

とそれを支える「民主主義（言論の自由、平等、社会的意志決定への参加）」

と「議会、選挙などの民主主義制度」の重要性を、筆者は強調する。  
 

第５節	 「新しい社会主義」の目標達成度の国別比較  

「新しい社会主義」の目標達成度を評価するための指標としては、本論

文では表 1 (p.8) に示す項目を採用する。経済協力開発機構 (OECD)の
Better life index（BLI）１６）は各国の暮らしの豊かさ、幸福度を表す 11 個
の指標（住居、家計所得、雇用、共同体、教育、環境、市民参加、健康、

生活満足度、安全、work-life balance）を取り上げ、各指標の得点と総合点
を、OECD に参加する 36 の国別に比較したものである（表 2 (p.9)）。従来
から国内総生産 GDP が国の経済の規模・成長を測るものさしとして一般
に使われてきたが、Better life index は「各国の暮らしの豊かさ、幸福度の
国際比較ができる指標」として OECD の 10 年にわたる作業を経て開発さ
れ、2011 年に発表されたものである。Better life index は国民の平均値を表
しているので、国民の中の分布を表す指標として OECD の貧富の格差のデ
ータ１７）（所得分布の中央値の 50%未満の割合）を採用する。また、国民
の情報共有度を表す指標として、国境なき記者団(Reporter without borders)
による報道の自由度１８）を採用する。労働運動の指標として、OECD (2011)
による労働協約カバー率１９）を採用する。また、環境対策に関して現在で

は CO2排出量と再生可能エネルギー使用割合が良い指標になるので、これ

を使う。これら以外にも、「新しい社会主義」目標達成度の指標としては、

経済・平和研究所（Institute for Economics and Peace）による平和度２０）

（Global peace index）、食糧自給率、原子力発電所の数等も指標になり得
ると考えるが、本論文では省略した。なお、これらの指標は固定されたも

のではなく、今後改良の余地がある。  
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	 表１	 新しい社会主義達成度の評価指標	

Better life index (OECD)、貧富の格差データ (OECD) 
国民の情報共有度－報道の自由度(Reporter without borders) 
労働協約カバー率 / 労働組合組織率、CO2排出量、 再生可能エネルギー使用割合 
平和度*(Global peace index; Institute for Economics and Peace) 
食料自給率*、原子力発電所の数* 
注）*はデータ省略 
Better Life Index（BLI）は、経済協力開発機構（OECD）が発表している各国の暮ら
しの豊かさ・幸福度の指標。暮らしについて以下の 11項目を点数化している。 
1. Housing（住居）：	 一部屋あたり人数、家に水洗トイレが無い人の割合 
2. Income（家計所得―購買力平価）：	 家計可処分所得、家計金融資産 
3. Jobs（雇用）：	 就業率、長期（一年以上）失業率就職率、失業率、個人所得など 
4. Community（共同体）：	 困った時に頼れる親戚、友人がいると回答した他人の割合 
5. Education（教育）：	 高校修了者の割合、15歳の読解力 
6. Environment（環境）：	 大気汚染、水質 
7. Civic engagement（市民参加）：	 立法過程の透明性、投票率 
8. Health（健康）：	 平均寿命、自分の健康状態が良い、大変良いと回答した人の割合 
9. Life Satisfaction（生活満足度）：	 生活の満足度の自己評価 
10. Safe（安全）： 人口あたりの殺人件数、過去 12ヶ月に犯罪に巻き込まれた人の割合 
11. Work-Life Balance（ワークライフバランス）：	 長時間（週 50時間以上）勤務者
の割合、義務教育課程に在学中の子供を持つ母親の就業率、余暇や個人的活動（睡

眠、食事）にあてた時間	

表 2（p.9）は 11 項目のスコアを同じ加重で合計し、スコアの高い順に並べた。各ス
コアは最大値を 10、最小値を 0 として作っている．  
データ出典：OECD、国民経済、国連統計、各国の統計、ギャラップ世界調査  

 
2013 年の BLI の評価結果と国民一人当たりの GDP（購買力平価）２１）

を表 2（p.9）に示す。また、図１（p.10）に代表的な国の BLI の値を示す。
図１と表 2 からわかるように、日本は、家計所得は高い方だが work-life 
balance, 生活の満足度、健康、住居が低い。ロシア、スロベニア、チェコ、
スロバキア、ポーランド、ハンガリーの旧社会主義国と第 2 次世界大戦か
ら 1991 年までソ連に併合されていたエストニアは家計所得、住居、生活
の満足度が低い。スウェーデンに代表される北欧諸国は家計所得の割に生

活の満足度を始め、BLI は全体に高い。アメリカの家計所得は極めて高い
が、work-life balance はヨーロッパより低い。内閣府経済社会総合研究所
(2009) ２２）が日本の正規労働者、スウェーデンのフルタイム労働者を対象

に、日本とスウェーデンの労働時間を男女別に比較した結果によると、日

本とスウェーデンでは帰宅時間に大きな差がある。18 時に日本では男性
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60%、女性 50%が職場に残っているが、スウェーデンでは、男性 20%以下、
女性 10%である。  

 

	 図 2 は BLI の総合点と国民一人当たりの GDP（購買力平価）２１）を表

す。国民一人あたりの GDP は、GDP が小さいうちは BLI の総合点と強い
正の相関を持つが、臨界値（41,000 US$, 購買力平価）を超えると、相関
をもたなくなる。これはこの段階では経済成長が国民のより良い生活を支

える主要因子ではなくなることを意味している。日本の一人あたり GDP
は 37,000 US$（購買力平価）、この臨界値の 90%に達している。この段階
では、経済成長により GDP が増大したとしても国民の幸福度はあまり増
えない。寧ろ労働時間短縮による Work-life balance の確保や、後で述べる
富の分配による貧富の差の縮小が国民全体としての幸福度増加につなが

ると考える。  
 

表 2.	OECD	諸国の Better	life	index	と一人当たり GDP(2013)	

	 	 	(出典文献	 16,21)	
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図 1.	幸福度	 Better	life	Index		日本とヨーロッパ、アメリカ比較（出典文献	 16）	

 
	

図 2.	Better	life	index	の総合点と国民一人当たりの GDP(購買力平価)	US$,	2013 年	

	 	 （出典文献	 16,	21）	

 
 
図 3（p.11）は 2010 年 OECD 統計の相対的貧困率１７）を示す。相対的貧

困率とは、家計所得が全体の中央値の半分未満の人の比率  (%)で、貧富の
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格差を表している。値が小さい方が貧富の格差が小さいことを意味する。

北欧と東欧旧社会主義圏でこの比率は 6〜11%であり貧富の差が小さい。
ロシア、アメリカ、日本は 16〜17%であり貧富の差が大きい。  

 

図 4（p.12）は OECD (2011) １９）による労働協約カバー率を示す。労働

協約カバー率（労働組合に属するか否かを問わず、団体交渉によってカバ

ーされる労働者の比率）（2011 年）に関しては、オーストリア、ベルギー、
北欧、フランス、スペイン、イタリア等が 80%～99%であり、上位にある。
日本は 16%と極めて低い。旧社会主義国は、スロベニアが 92%と高いが、
チェコ、スロバキア、ポーランド、ハンガリーは 36%～43%の範囲であり、
やや低い。  

 

図３	OECD 統計の相体的貧困率（%）：貧富の格差	 2010 年（出典文献 17）	
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また、労働協約カバー率と BLI の総合点は、アメリカ、カナダ、ニュー

ジーランドの３カ国を除くと、正の相関（相関係数 R=0.63, サンプル数

図 4.	 労働協約カバー率	(出典文献	 19)		

労働協約カバー率とは労働組合に属するか否かを問わず団体交渉による協定に	

よってカバーされる労働者の比率	

図 5.	 労働約カバー率と BLI の関係	(出典文献 16,19）  



13 
 

n=30）を示し（図 5）、労働運動の盛んな国は BLI が高いという結果が出
ている。アメリカ、カナダ、ニュージーランドは人口密度が小さく、GDP
も BLI も高い豊かな国であるが、労働協約カバー率は低い。  
 
表 3.	 報道の自由度	 2014	 Reporter without borders (出典文献 18) 
    （評価点が小さいほど自由度が高い） 

 

 
表 3 は国境無き記者団（Reporter without borders）１８）による、2014 年

の国別報道の自由度の評価データである。評価点が小さい方が報道の自由

度が高い。報道の自由は民主主義の基礎である。報道の自由が高い国はヨ

ーロッパ、特に北欧諸国である。旧社会主義国は 13 位（チェコ）～148
位（ロシア）とかなりばらつく。【（注）エストニア、リトアニア、ラトビ

アの 3 国は第 2 次世界大戦から 1991 年までソ連に編入されていた。】キュ
ーバ、ベトナム、中華人民共和国は 170 位～175 位と最下位に近い。日本
は 59 位であり、記者クラブ制度に対する批判が順位を下げているとコメ
ントされている。  
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国別比較結果によると、BLI の総合点が高く、かつ貧富の差が小さく、
労働協約カバー率が高く、報道の自由度が高い国は北欧に多い。スウェー

デンを始め北欧はこの新しい社会主義的要素が強い国が多い。一方、東欧

の旧社会主義国家は貧富の差は小さいが、BLI の総合点は低位にある。な
ぜ、低位にあるかについては、第 6 節で議論する。また、第 6 節で議論す
るが、自由、民主主義など普遍的価値２）の達成と生産力は相互に関係を

持っていることを指摘しておく。日本の豊かさを下げる因子の中で大きい

ものは長時間労働にある。近年ではこれに非正規労働者人口の増大（厚生

労働省 , 2012）２３）が加わった。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
環境指標である再生可能エネルギーの比率（表 4）(European Commission, 

2013) ２４）は、ヨーロッパ諸国の中ではスウェーデン、フィンランド、デ

ンマーク、ポルトガルが 25%～51％と上位を占める。日本は 8%と極めて

 

表 4	 EU と日本の再生可能エネルギー比較（2012 年） (出典文献 24) 

日本；日本エネルギー経済研究所計量分析ユニット編、エネルギー・経済統計要覧、  
ISEP, 自然エネルギー白書 2014 から、著者が作成した。  
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低い。1 人あたり CO2排出量
２５）（図 6）は先進国の中では EU が最も小さ

く、対策が進んでいる。アメリカは一番排出量が多い。日本は 1990 年以
降増加している点が問題である。ロシアも多い方である。国別 CO2排出量

世界一の中国(2012年世界の排出量の 30%を占める)の国民一人当たり CO2

排出量が急増しており、既に、EU と同じレベルにある。  
 

 

第６節	 ソ連と東欧社会主義の問題点と新しい社会主義像の対比	

マルクスは生産の社会的管理が必要と述べている。  これは、現在、一
般的に認められている事であり、著者もそれに同意する。しかし、生産の

社会的管理方法は複数ある。かつて、農業の一部を除いて生産手段を国有

化し、計画生産を進めたソ連、第 2 次大戦後、基本的にはそれに習った東

 

図 6	 国民一人当たりの CO2 排出量（化石燃料とセメント生産）(出典文献 25)	
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欧旧社会主義国家、そこでは、ユーゴスラビアのように労働者自主管理制

度を採った国やハンガリーのように一部市場を導入した国もあるが、これ

らの国は現在、BLI の総合点、及び一人当たりの GDP は低い。これに対
して、生産手段の私有や市場経済を維持し、議会制民主主義によって法規

制で資本の暴走をコントロールするという手法をとった北欧等の国の BLI
の総合点及び一人当たりの GDP は高い。ソ連や東欧の社会主義の問題点
は、長砂、荒木、岩田、聽濤ら（2014）５〜７，９）が論じている。ここでは、
彼らの議論の要点に照らして、新しい社会主義に必要な要素について考察

する。  
長砂  (2014)５）は「ソ連経済の実態は資本主義国と比べて非効率な経済

運営が行われていた」と指摘しており、その原因について聽濤  (2014)９）

は、「計画経済は中央集権的にならざるを得ず、上からの指令による人間

の自主的思考の欠如が生まれ、活力を枯渇させたというのが大方の見方で

ある」と述べている。さらに、荒木(2014)６）は「市場システムは自生的な
フィードバック機能を有するが、計画経済においては、部分的な錯誤は直

ちに全体の整合性を損なうがゆえに、中央による整然とした管理が必要で

あり、プロレタリアートの独裁が必要となる。ソ連はマルクス主義に則っ

た結果、中央集権的計画経済、民主主義の制度的疾患が生まれた」と述べ

ている。  
荒木はプロレタリアート独裁でない多元的民主主義の必要性を主張し

ている。多元的民主主義の意味は、労働者と資本家の階級間の矛盾とその

解決が優先であると捉えるのではなく、核兵器と平和の問題、エコロジー、

環境問題、フェミニズムと性的マイノリティ等、従来の単純な経済決定

論・階級一元論では包摂されえない多種の矛盾の解決に人々が参加する事

を指す。  
ソ連では基本的人権、自由、民主主義が軽視されたことが、破たんの主

原因の一つであるとの指摘がある（長砂５）、荒木６）、  2014）。要するに、
自由な思考、批判を保証する民主主義がないと「問題点の改善と進歩」の

一連のフィードバック機能が働かなくなる。人間社会では、頭の中で考え

たこと（理論）と、実際（実験結果）とは異なることが多い。それを修正

するフィードバック機能が必要であり、それを保証する民主主義が必要で

ある。  
それ故、20 世紀社会主義の経験を踏まえると新しい社会主義の経済は

大枠での計画と、市場経済の併用が必要と考える。資本主義国である日本

でも、民主主義制度に基づく法規制や「エネルギー基本計画」、「国土形成

計画」、「交通計画」、「都市計画」、「環境管理計画」等の国及び地方自治体
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による各種の行政計画があり、それに基づき行政を進めている。その中に

は「国のエネルギー基本計画」に原発をベースロード電源として導入する

など、国民の立場から見て変更が必要な点はあるものの実質的に「生産の

社会管理」という大枠を射程に入れており、先行社会主義研究者の主張を

おおむね包含している。  
大西（2008, 2014）１０，１１）による資本主義の定義は、産業革命後の資

本蓄積が第一義的課題となった社会 /システムであり、計画経済か市場経
済かは重要な問題ではない。大西の社会主義 /共産主義の定義は、資本蓄
積を第一課題としない社会 /システムであり、資本蓄積第一主義から、人
間的要素重視への転換が進み、知識革命後の知識や創造性といった人間的

要素の発達が第一義的となった社会 /システムを指す。本論文では社会の
目的を work-life balance を含む BLI 等に設定し、CO2排出量削減等の環境

制約条件を課しているところから、大西が提起している社会主義の定義

「資本蓄積第一主義 GDP 増大から、人間的要素の発達が第一義的となっ
た社会/システム」にも対応していると考える。  
日本などの発達した工業国における高い生産力は、高度な専門性を有す

る知的労働者の技術とその組織化（分業及び協業）によって産みだされて

いるという点を認識しておく必要がある。筆者は大気汚染の測定を行った

ことがあるが、測定機は複数の会社で作られた部品を集めて作られており、

各種技術の集合体である。測定機の開発に携わる研究者、実務に使えるも

のを製作する技術者、会社の営業担当者、管理者、測定機のメインテナン

ス会社の技術者、ユーザー等の分業及び協業によって、測定が可能となる。

ユーゴスラビアの社会主義で岩田  (2014)７）が述べているように、専門知
識も能力も異なる勤労者を平等に同一次元で管理に参加させるのは無理

がある。著者は新しい社会主義においても、現在の生産組織形態をほとん

どそのまま引き継ぐのが合理的であると考える。本論文が提案する社会シ

ステムは現在の高度に発達した生産力を支える高度で多様な専門技術者

集団と、その部分技術の多面的な組織化および生産管理体制をそのまま引

き継いでいるので、これに適合すると考える。  
これらの結論として、従来の社会主義国家は、経済の計画的コントロー

ルを試みたが、人類の普遍的価値としての自由や民主主義を軽視し、階級

的独裁を優先させ、それが体制の崩壊につながった。筆者は、人間にとっ

ては生産力だけではなく、それと同等に自由や民主主義も普遍的価値があ

るものとして認める事が必要であり、また、自由や民主主義が、環境保全

も含めて、多分野のバランスが取れた健全な生産力の発展に寄与すると考

える。  
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第７節	 結論	

本論文で提案する新しい社会主義は、次の 5 項目を満たしている事を条
件とする。①市場経済を前提にする。②経済活動の成果物である付加価値

の国民への分配を重視する。社会福祉、社会保障の充実や最低賃金の保証、

週の労働時間制限など、法律で資本の利潤追求活動に一定の制約を付ける。

③環境破壊を法律で制御する。④民主主義（言論の自由、平等、社会的意

志決定への参加）」と「議会、選挙などの民主主義制度」の保証。⑤社会

活動の目的を、国民多数のより良い生活 BLI に設定する。  
この定義に従えば、資本主義と社会主義は別個の社会ではなく、同一の

国家に併存しており、「混合経済」２６）とも言えるが、社会の目的を GDP
ではなく、国民多数のより良い生活 BLI 等に設定する。その制約条件とし
て、資源、エネルギー、地球環境容量の有限さを含む。目的達成度を BLI
や貧富の格差データ、民主主義達成度、CO2排出量等で定量的に評価して

いく。本論文で示したように、「個々の規制の総和が生産の社会的管理に

相当する」ので、社会主義は各論として考える必要がある。  
BLI を高めていく過程は , 例えば残業時間規制法、週 35 時間労働法（フ

ランス）等の導入であり、資本の利潤増殖運動に、一定の社会的規制をか

けることになる。日本の原発は国民の安全を犠牲にして進む、資本の利潤

自己増殖運動である。国のエネルギー基本計画を変更し、原発をなくし、

風力、太陽光発電などの再生可能エネルギーの割合を増やすことは、この

資本の自己増殖運動に一定の社会的規制をかけていることになる。イギリ

スでは CO2排出量削減の法律（Climate Change Act 2008）２７）が有り、CO2

排出量に規制をかけている。これらは新自由主義の克服に繋がる。  
OECD 諸国の中で新しい社会主義達成度の最も高い国はスウェーデン

に代表される北欧諸国である。ロシアや東欧の旧社会主義国は達成度が低

い。日本も長時間労働、労働組合の低組織率、報道の自由度が低いなどが

影響し、総合点は下位に属する。  
本定義によれば、北欧諸国、社会民主主義の国家こそ、新しい社会主義

の達成度が最も高い国になる。従来の定義によればこれらは資本主義国で

あり、社会主義国ではない。それゆえ、定義そのものの再検討が必要であ

る。  
マルクスが言う「生産の社会的管理」手法は、現在の資本主義社会の中

にある資本の暴走をコントロールする仕組みを分析することにより得ら

れる。民主主義と労働運動、各種の市民運動、その成果としての暴走をコ



19 
 

ントロールする法律の集合が社会主義の素材である。チルチル・ミチルの

青い鳥は「はるか遠い未来の社会」ではなく、現在の社会の中に、我々の

目の前にいる。その鳥を見る目は「分析的帰納法」である。  
 

第８節	 今後の研究課題	

本論文は生産手段の社会的所有（国有、自治体有、協同組合有、労働集

団有）を否定するものではない。日本では既に農業協同組合、消費生活協

同組合等が社会に根付いている。また、デンマークやドイツ等では風力発

電が住民の協同組合で建設されている。このような各種の共同組合組織の

長所、短所を帰納法的に研究し、社会的必要に応じて進めることが重要で

あると考える。  
本論文は国民の立場であるべき 21 世紀社会論（新しい社会主義）達成

度（output）を評価する定量的な指標を与えたが、これらの定量的指標を
計算できる経済モデルを作る必要があると考える。  
	 また、リーマンショックに代表される、国際的な金融投機－グローバル

資本主義の暴走に対する規制の研究、さらに、グローバル化の進行の中で、

地球規模の資源、食料、環境の有限性の中での新しい社会の実現について

は本論文ではあまり扱っていないが、これも今後の研究課題である。  
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